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< 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 > 
 経済成長が停滞するとともに，若年雇用の問題が顕在化したのが，1990 年代の日本社会
の特徴の一つである．その時代に，業績悪化した日本企業では，既存の，とりわけ中高年の
被雇用者を「守る」ために新卒採用を抑制した．さらに，規制緩和にともなう派遣労働の拡
大など，非正規雇用の拡大も同時期に生じた．これらは，日本の若年者の働き方に大きな転
換をもたらす社会現象であったとしばしば指摘される．この問題に対し，教育社会学では，
「学校から職場への移行」すなわち学校卒業直後の就職へと着目した研究が主流を形成した．
とりわけ，「学校経由の就職」と呼ばれるような，高校のもつ就職斡旋の機能が，1990年代
以降も維持されているのかどうかが焦点であった．また，卒業後に無業者になることや，非
正規雇用に就くことにも関心が置かれた．しかし，これらの見方は，若年者のキャリアのう
ちの初期時点を過度に強調するあまり，その後の経過を不問にしている。そうした問題意識
のもとで，労働市場の構造変動下において若年者のキャリアにいかなる変化がみられたかを
教育社会学的に解明したのが，本論の位置付けである． 
 実際，学校卒業後の 10年余りのあいだに，若年者は転職を通してキャリアを形成してい
き，そのなかで非正規から正規雇用への上昇移動もかなりの程度みられることが明らかにさ
れた．つまりこれは，学卒直後のみ注目するのではなく，キャリアの形成過程を問うことこ
そが重要と説く本論の課題設定が，正鵠を射たものであることを傍証するものである． 
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 本論の知見で最重要なものは，若年者の転職行動の成否に対する社会ネットワークの影響
を解明したことである．そしてそれを，従来みられた労働市場の制度的枠組が弛緩し，キャ
リアの不確実性が増した時代が到来したからこそ，社会ネットワークを通じて得られる情報
や機会の重要性も高まったとして，理論的にきわめて明快に解釈を与えている． 
これにより評価されるべき本論の意義を述べるならば，第一に，ミクロ-マクロリンケー
ジによる教育社会学的時代診断への到達が挙げられる．個人の行為というミクロ的側面と社
会の構造というマクロ的側面を接合する試みは，社会学徒が追い求めている方向性である．
本論では転職行動とその結果（ミクロ）と変わりゆく社会状況（マクロ）とのあいだに，社
会ネットワークというメゾレベルの社会構造を仮定することで，1990 年代以降の若年労働
の問題に対する新たな視角の提示に成功した． 
第二の意義は，「弱い紐帯の強さ」という社会ネットワーク効果に関する命題を実証した
点にある．キャリアに対するネットワークの効果を検出するためにおこなわれた従来の日本
の実証研究では，連絡を頻繁にとる相手との関係が転職を有利にするという，いわば当たり
前の結果が繰り返し報告されるのが常だった．しかし本論では，代表性のある大規模全国調
査の職業経歴データやパネルデータを用い，傾向スコア法などの先端的統計技法を適用する
ことで，これまでの知見を覆した．現代日本においても，ネットワーク研究の古典的命題の
もつ価値を再確認させるものといえ，本論は，実証的にもきわめて意義深い． 
 そして第三の意義は，教育にかかわる要因が転職結果を左右するものではない
．．
ことを見出
した点にある．教育を人的資本とみるか社会関係資本とみるかはさておき，キャリアの研究
にとって教育にかかわる要因が影響力をもつのは自明視されることが多い．だが本論は，学
校経歴も学校時代の人間関係も自己啓発も，転職結果にそれほど大きな効果をもたないこと
を見出した．「教育にできないこと」をとらえるのも教育社会学の仕事であるといわれるこ
とがあるが，その意味において，本論は教育社会学の新たな地平を拓くものであるといえる． 
細部に目を向ければ，転職や就職現場のリアリティのとらえ方にやや物足りなさがあるも
のの，議論の抽象度を考えればそれほど大きな問題となってはいない．それよりも，現代日
本の若年労働の問題における，教育社会学のメインストリームへの果敢なる挑戦としての本
論の価値をより重要視すべきであると考える． 
 本論は，対象とした課題の重要さ，迫ったアプローチの適切さ，得られた知見と考察の斬
新さによって，この分野の研究へと大いにインパクトを与えるものとなるだろう．それは，
教育社会学をはじめ，経済社会学，社会階層論，さらには労働経済学等にも及ぶものである． 
 よって、本論文は博士（教育学）の学位論文として合格と認める． 
  
